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   小泉純一郎と郵政改革――政権獲得以前の「政策の政治」 
 
周宇嬌  
はじめに 
 小泉純一郎といえば郵政民営化が思い浮かぶほど、郵政改革は小泉の政治家イメージの象
徴となり、小泉政権の看板政策となった。郵政民営化は大蔵政務次官をしていた 1978 年頃
以来の持論だ*1と、小泉自身が自著で述べている。小泉政権時に、「改革の本丸」とされた
郵政民営化を実現するため、政権の命運をかけて解散・総選挙に踏み切った 2005 年の「郵
政選挙」「小泉劇場」も強い印象を残している。 
  小泉がそこまでこだわった郵政民営化であるが、それが本当に 1978 年からの持論であっ
たのかについては、疑問の余地がある。確かに小泉は、政治の舞台にデビューして以来、大
蔵族の一員と目され、たびたび郵政省と対立したが、それは果たして小泉政権期の郵政民営
化論と同じものといえるのか。その時々の小泉の郵政省との闘争と、郵政民営化論とはどの
ような関係があるのか、詳しく調べる必要がある。 
 一般に従来の研究では、郵政民営化の小泉政権という結果から、小泉の政策や思考法の原
型をかなり早期にさかのぼらせる傾向がある。それは小泉自身が「ブレない」政治家像を演
出してきたためでもあろう。しかし、政治家が時代とともに歩み、そこから学ぶ存在である
ことを認識しなくては、結果としての小泉政権をも正しく理解することはできないはずであ
る。 
 本稿は、政権獲得以前の小泉純一郎と郵政民営化論を、「権力の政治」と一応区別される
「政策の政治」として取り上げ、その態様を時期ごとに分析して、小泉政権に繋がる、小泉
の政策課題の認識から政策理念の形成、政策としての体系化までを明らかにしようとする試
みである。 
 
1 郵貯論争期 
1.1 第一回目のラウンド――金利一元化 
 小泉と郵政省の対立の第一回目のラウンドは、金利一元化をめぐって展開された。その発
端は 1980 年末に郵政省が創設しようとした、新しい個人年金制度に関する論争にあった。
郵政省は社会の高齢化に向けて、現行の郵便年金を充実させるため二年越しで、新たな郵便
個人年金創設の努力を続けていた。その背景には、選挙公約（1980 年 6 月の衆参同日選挙で
新たな郵便個人年金の創設を公約）を理由とする、自民党郵政族の失地回復を目指す巻き返
しがあった*2。ここで失地とは、電電公社（現 NTT）の剰余金国庫納付の件で大蔵省に完敗
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*1 小泉純一郎 『小泉純一郎の暴論・青論』 集英社 1997 P11 
*2 「郵政省の個人年金創設“郵政族”が巻き返し＿復活折衝」 『朝日新聞』 1980.12.29 P2 以降、新
聞の引用に際しては『朝日』のように省略。 
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したことや、不正経理事件の発覚などを指している。これに対し大蔵省は、郵貯の急激な伸
びを踏まえて、「この上個人年金ができては民間金融市場に重大な影響を与える」*3と反撃
の構えを見せていた。大蔵省の背後には、個人年金を「第二の郵貯」とし「官業による民業
の圧迫だ」と猛反発する生命保険業界、銀行業界があった*4。こうした郵政・大蔵両省の抗
争の最中に、自民党政調会財政部会は郵政省の新たな個人年金制度創設に反対を決議し、党
三役に申し入れた。同部会長は当時、小泉その人であった。つまり、小泉は大蔵省寄りの議
員として郵政・大蔵の抗争に参加したのである。結局、郵便個人年金は当時の渡辺美智雄蔵
相、山内一郎郵政相、宮沢喜一官房長官と自民党三役との折衝によって、翌年の実施が認め
られたが、実施の条件として、郵貯を含め郵政省の金融事業のあり方を検討する懇談会が内
閣に設けられることが決まった*5。 
郵貯懇（「金融の分野における官業の在り方に関する懇談会」の略称）の設置は、大蔵省、
民間金融機関側が「金融市場を混乱させている郵貯急増に歯止めをかけるチャンス」*6と期
待したため、抗争はこれ以降本格的に展開され、郵貯のあり方、特に金利一元化をめぐる攻
防がなされた。 
金利一元化を検討するのはここでの課題ではないが、必要な限りで簡単に触れておこう。
金利一元化を分かりやすくいえば、金利政策決定の一元化ということである。当時、預金金
利は自由化されておらず、民間金融機関の預金金利は金融界や産業界代表らで構成される金
利調整審議会の答申に基づき、日銀・大蔵省によって決定されていた。一方、郵便貯金の金
利は預金者代表も入った郵政審議会の答申を受け、実質的に郵政大臣の決断で決定されてい
た。そのため、例えば金利低下局面において、民間金融機関の預金金利引き下げに郵便貯金
が直ちに追随しなくてもよかった。つまり、郵貯は巨大な官営金融機関として、常に民間金
融機関の優位に立ちえたのである。官業による民業の圧迫としばしば批判されたのは、ここ
にも起因していた。折しも、1980 年秋の郵貯の急増が大きな問題となり、民間金融界や大蔵
省内で、民間の預金金利と郵貯金利との一元的な決定の必要が強く主張された。これに対し
郵政省側は、金利が一元化されれば、金融界や産業界の声しか反映されず、預金者の利益が
損なわれると反発し、個人預金者の利益と、産業・金融業界の利益が事実上調整され、結果
的に国民全体の利益が擁護される現行制度は適切だと主張した*7。 
郵貯懇は大蔵省と郵政省の両方からヒアリングをし、1981 年 8 月最終的に鈴木善幸内閣に
答申を出したが、その要旨は、「民間預金金利と郵便貯金金利の一元的決定を確保するため
の仕組みを制度的に確立する必要がある。民間金融機関の預金金利が決定、変更される場合
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*3 「郵政個人年金 三役折衝持ち込み必至 大蔵・郵政事務交渉開始」 『朝日』 1980.12.3 P9 
*4 「郵政個人年金の創設に反対決議 自民財政部会＿復活折衝」 『朝日』 1980.12.26 P2 
*5 「郵便個人年金認める 代わりに“郵貯懇談会”＿復活折衝」 『朝日』 1980.12.29 P1 
*6 「個人年金市場 郵政参入で競争激化 『第二の郵貯』化阻止へ有利な商品開発 民間各社意欲 懇談
会新設も難航か＿個人年金問題」 『朝日』 1980.12.30 P7 
*7 「（解説）郵貯戦争 土壇場攻める大蔵、郵政反撃＿郵便貯金問題」 『朝日』 1981.7.9 P4 
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には、郵便貯金金利がそれと同時に、かつ均衡の取れた形で決定、変更されるよう」すべき
だ、というものであった。郵貯懇は、「国が行う事業は市場原理だけにゆだねておくことが
適当でない分野においてのみ、民間業務を補完しつつ、適切な役割を果たしていくことを基
本とすべきである。官業は民業の活力を失わせるような形で膨張を続けるべきではない」と
の考えを示した*8。明らかに、郵貯懇の基本方針は民活、官業と民業の役割分担にあった。
こうした背景には 1981 年 3 月、鈴木内閣が財政再建を掲げて第二臨調（第二次臨時行政調
査会の略称）を設置し、臨調答申に基づく行革を政策として押し出していたことがある。1982
年 7 月鈴木内閣に提出された第二臨調第 3 次答申も、83 年 3 月最終答申を受けた中曽根康弘
内閣の行革も、民間活力の導入、政府事業の民営化を基調とするものであった。 
郵貯懇答申の取り扱いをめぐって、大蔵・郵政両省の間では合意ができず、自民党内も両
省の応援団で真二つに割れる形になった。郵政族が発足させた郵政事業懇話会（金丸信会長）
は、「庶民金融としての郵貯を守ろう」*9などをスローガンに、郵貯懇答申に強く反発し、9
月初めごろまでに現職閣僚を含む衆参両院議員 333 人の署名を集めた。郵政族の背後には、
全国特定郵便局長会という大票田のほか、労働組合の全逓・全郵政など郵政一家があった。
先行する郵政族に対抗する形で、財政部会や金融問題調査会で活動する大蔵族議員は、金利
一元化など答申の早期実現をはかるため、自由経済懇話会を設立した。大蔵族議員は「郵政
族のバックに全国特定郵便局長会という票田があるなら、われわれも金融団体連絡協議会で
票を掘り起こしてみせる」*10（財政部会の幹部）とまで発言し、郵政族への対決姿勢を露に
した。小泉はこの大蔵族議員の一人であり、自由経済懇話会（竹下登会長）の事務局長にも
就任した。小泉は大蔵族議員として、郵便個人年金論争にとどまらず、より本格化した金利
一元化抗争にも参加したのである。 
鈴木首相は、予算編成にあたり郵貯懇答申を具体化すると表明した*11が、郵政事業懇話会
の金丸会長と、自由経済懇話会の竹下会長は同じ経世会に属し、しかも盟友の関係にあった
ため、結局、二人の合意で玉虫色の政治決着がつけられた。金利決定問題につき「大蔵、郵
政両省で十分な意思疎通を図り整合性を重んじ機動的に対処する」*12ことになったのであ
る。金利一元化を明確に打ち出した郵貯懇答申から見ると、大幅な後退と言わざるをえない。
こうした一時しのぎは、大蔵・郵政抗争に再燃の火種を残した。 
それでは、なぜ小泉は年金一元化をめぐる大蔵・郵政抗争に関与し、どのような考えから
大蔵省側に立ったのであろうか。小泉はちょうどこの時期、財政部会長として評論家高原須
美子のインタヴューを受けているが、そこで小泉は財政再建を最重要課題とし、「行政改革
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*8 「郵貯懇の答申 要旨＿郵便貯金問題（郵貯懇答申）」 『朝日』 1981.8.21 朝刊 P4 
*9 「金利一元化めぐり 自民“二元化”進む 推進派が新懇話会 阻止派・郵政族に対抗＿金利一元化と
郵貯」 『朝日』 1981.9.2 P2 
*10 同上 
*11 「郵貯懇答申 予算編成で具体化 首相表明 まず自民内調整」 『朝日』 1981.9.9 P3 
*12 「郵貯懇答申の取り扱い 自民が大幅後退 金利には機動対処」 『朝日』 1981.9.30 P1 
- 10 -
をすることで歳出規模の膨張を防ぐ。同時に予算が減れば人も減っていく。そうなると自然
に仕事は減って」小さな政府になる。「民間に移せるものは移して、民間の経済に活力を与
えていくということが重要だ」。国民は「自律自助の精神がいちばん大事」、などと主張し
ている*13。 
これらの主張は国内外の時代情勢を反映したものであった。国際的に見れば、小さな政府、
民間経済に活力をと唱えるイギリスのサッチャー政権やアメリカのレーガン政権が登場し、
新自由主義の思潮が主流になり始めていた。小泉も先のインタヴューで「今まで、アメリカ
のケネディ大統領やジョンソン大統領の時代には……国の役割をかなり強調した時代だっ
たですね。それが今度のレーガン大統領になってから「小さな政府」でしょう。ずいぶん様
変わりしましたね」と言及している。また国内では、財政難に加え国際的な影響を受けて、
第二臨調で行革が論議されていた時期でもあった。小泉の主張はこうした時代の思潮を受け
てのものであり、それが、郵便個人年金反対のスローガン（「第二の郵貯」で「官業による
民業の圧迫」）や、自由経済懇話会の設立趣意「民間主体の活力ある自由主義経済の維持」
*14、と共鳴したと考えられる。 
 ただし、この時期の小泉の財政再建、民活主張は、あくまで民間金融機関を圧迫しないよ
うに、官業としての郵貯の更なる巨大化を制限する程度にとどまっていたため、後の郵政民
営化論とはほど遠いものである。先のインタヴューでも、「自民党の部会でも、よく『大蔵
・郵政の対立』と言いますけどね、郵便貯金や郵便個人年金の問題とかを見てもわかるよう
に、言うは易く行うは難しで、民間金融機関のあり方とか、政府金融機関のあり方などの問
題についても、これからの大方針を決定するうえで重要性をはらんでくると思います」など
と突き放した言い方をしており、インタヴュアー高原の方が遙かに新自由主義的な主張が濃
い。したがって、「郵政民営化は 1978 年大蔵政務次官をしてからの持論」とは裏づけのな
いものであると言わざるを得ない。さらに付け加えれば、小泉が大蔵政務次官をしていたの
は 1978 年ではなく、1979 年第 2 次大平内閣の時である。 
 
1.2 第二回目のラウンド―マル優改革 
第二回目のラウンドはマル優改革をめぐって展開された。マル優の是非を評価するのもこ
こでの課題ではないが、必要な限りで触れておこう。マル優とは正確にいえば少額貯蓄非課
税制度であり、民間金融機関の預貯金・郵便貯金各々（このほかに国債に対する特別マル優
もあるが省略する）につき、一律に一人 300 万円までは利子に課税しないという当時の制度
である。それは国民の階層間格差の平準化を図る、所得再分配機能を持つ金融政策といえる
が、しばしば金持ちの脱税資金の隠し場所にもなった。また、民間金融機関は預貯金の利子
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*13 小泉純一郎 「部会長との一時間-3-財政部会長 小泉純一郎--民間の活力発揮による健康体作り--豊かな
国民生活めざす財政再建元年」 『月刊自由民主』 自由民主党 1981.3 
*14 「金利一元化めぐり 自民“二元化”進む 推進派が新懇話会 阻止派・郵政族に対抗＿金利一元化と
郵貯」 『朝日』 1981.9.2 P2 
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にかかる所得税の源泉徴収義務を負うため、預貯金の実態に税務署の税務調査がかかった
が、郵便局は源泉徴収義務を負わず、税務署による郵貯の調査は原則としてできなかった。
そのような手続き上の便宜もあって、郵貯は銀行預貯金より愛用されがちで、税金逃れの不
正利用も断然多かった。郵貯が民間金融機関の優位に立ち、脱税の温床としばしば指摘され
た所以である。 
こうしたマル優の不正利用を締め出すため 1980 年 3 月、84 年からのグリーンカード（少
額貯蓄等利用者カード）制導入が決まったが、猛反発に遭い導入延期の末、84 年 12 月未実
施のまま廃止された。代わりに浮かんできたのが「低率分離課税案」と「限度管理強化案」
の二つである。前者は、すべての預貯金に対しマル優制度を廃止、利子所得を他の所得と分
離して一律 5-10％の低率で源泉課税するものである。後者は、マル優の限度額管理システム
を強化するものであり、預金者はマル優預金をする際、金融機関の窓口で本人確認のできる
公的書類を提示すること、年一回非課税枠利用申告書を税務署に提出することなどを定めて
いた。 
低率分離課税案は税収増を狙う大蔵省にとって最も望ましい案であったが、国民の貯金離
れに繋がりかねないため、犬猿の仲の郵政省と民間金融機関が共に激しく反対した。自民党
内でも「低率分離課税案は、大多数の善良な預金者からも、税金を取り立てる徴税吏の発想」
*15という意見が支配的になった。1984 年 12 月 5 日の自民党税調小委員会で、低率分離課税
案に賛成したのは小泉ただ一人であったという*16。大蔵省は低率分離課税案を断念し、マル
優改革は限度管理強化案に絞られることになった。ただここで、第一回目のラウンドで民間
金融機関の側についた小泉が、民間金融機関も反対した低率分離課税案を強く主張したこと
に注目に値しよう。小泉は民間金融機関の利益よりも、財政再建の大蔵省路線を重視したの
である。 
限度管理強化案になると、民間金融機関と同様に、郵貯にも税務調査を認めるかどうかが
問題となった。公平、公正を主張した民間金融機関・大蔵省に対し、郵政族は郵政事業懇話
会が自民党国会議員の署名を集めるなどして、税の聖域である郵貯を守れと奔走した。最終
的に決まった限度管理強化の内容は、預金者の確認を現行よりいくらか厳しくするという微
温的なものとなり、郵貯に税務調査のメスは入れられなかった。マル優改革は、こうして郵
政族により骨抜きにされたが、不公平という火種を残したため、86 年末に大幅減税・大型消
費税導入論議の際に再燃した。 
1986 年 6 月死んだふり解散、7 月ダブル選挙大勝の勢いに乗って、中曽根康弘内閣は税制
改革に手をつけた。個人所得税・法人税の軽減・合理化は税制改革案に織りこまれる予定で
あったが、その財源措置として大型消費税の導入に加え、廃止を含むマル優制度改革が想定
された。このため、マル優改革が再び熾烈な論議の対象となった。マル優廃止反対では郵政
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*15 「マル優改革こうして骨抜き 郵政族奔走、自民五役を個別説得」 『朝日』 1985.2.26 夕 P3 
*16 同上 
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省と民間金融機関は立場を同じくしていたが、ここまで来ると両者はさすがに共闘できなく
なった。当時は大幅減税に見合う財源が見つからず、マル優廃止を避けて通れなかったので
ある。「同じマル優でも銀行預金などの少額貯蓄非課税制度とは切り離して、郵便貯金の非
課税制度だけを守ろう」*17、「仮に課税されても有利な条件を確保して資金が銀行などに流
れないようにしよう」*18というのが郵政族の本音であったという。そのため、郵政事業懇話
会（小淵恵三会長）は各種会合を開き、郵貯を守れと大合唱した。これに対し、民間金融機
関は、「マル優存続の要求より今回の税制改革を機に郵貯とのイコール・フッティングを実
現するのが本当の狙い」*19らしい、といわれた。小泉が事務局長を務める自由経済懇話会は、
頻繁に会合を開いて、官業の郵貯が優位に立つことを批判し、「郵貯にも税務調査」などの
方針を確認した。特筆すべきことは、小泉が自民党税調小委で、マル優は廃止すべきで一律
課税にすればいいと、あくまで主張し続けたことである*20。それは小泉がマル優廃止の急先
鋒であり、郵貯優位に反対するだけでなく、民間金融機関のマル優も認めなかったことを意
味している。小泉の財政再建重視路線は変わっていない。 
結局マル優制度は 86 年末、老人（年齢 65 歳以上）等の所得の稼得能力が減退した人々を
除き、利子について一律 20％を分離課税すると改正された*21。これで、税収増を目指す大蔵
省の念願が実現したと同時に、税の聖域であった郵貯に、民間預金と同様の税務調査が入る
ようになり、民間金融機関の志向したイコール・フッティングが相当程度実現したといえよ
う。ただし、郵貯マル優廃止の見返り策として、郵貯の限度枠拡大、郵便局での国債販売な
どが認められたため、郵貯が膨張して民間金融機関を圧迫する恐れがまだ残っていた。また、
マル優は部分的に老人マル優などとして存続し、第三回目のラウンドに火種を残した。 
 このマル優改革という大蔵・郵政抗争において、小泉の主張はどのようなものであったの
か。小泉は 1987 年自民党軽井沢セミナーで、所得税・法人税の減税要求は高まるばかりで、
日本社会の高齢化が急進したため「いくら歳出削減努力をしても限度が」あり、税収不足を
補う赤字国債増発のため「国債依存度が重すぎ、財政の対応力も回復し」なければならない、
「ある程度の増税は不可避である」との認識*22を示している。マル優廃止の結果として、税
収の増加と、郵貯と民業のイコール・フッティングによる民活が期待されたが、この時期の
小泉にとって財政再建はもっとも喫緊の課題であった。つまり力点は前者の増税にあり、だ
からこそ小泉はさらに「売上税の創設が必要だ」*23と、国民に不人気な売上税導入にまで賛
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*17 「マル優存続で郵政族が団結 自民党執行部側は渋い顔」 『朝日』 1986.11.8 P2 
*18 「反対の声に不協和音 自民税調論議、大詰め迎える」 『朝日』 1986.11.23 P2 
*19 同上；「マル優見直し、郵貯と公平に 全銀協会長」 『読売』 1986.11.26 P7 
*20 「自民税調小委の主な論議」 『朝日』 1986.11.13 P2；「自民税調小委マル優討議内容＝11 月 12
日」 『読売』 1986.11.13 P3 
*21 「税制の 62 年度改正と抜本改正」 『朝日』 1986.12.24 P1 
*22 小泉純一郎 「改革は来年 6 月までが政治的目途 (第 7 回自民党軽井沢セミナ---国際国家としての日本
の針路<特集>) -- (第 3 分科会 税制改革--国家目標を見定めた税制の抜本改正〔含 質疑応答〕)」 『月刊
自由民主』 自由民主党 1987.11 
*23 「売上税で割れる自民党 『大型間接税反対』に誓約した議員たち」 『朝日』 1987.2.7 夕 P7 
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成したのである。「民間に移せるものは移して、民間の経済に活力を与えていくということ
が重要だ」との主張が消えたわけではないが、この時期には後景に退いていた。つまり、こ
の時期の小泉は、郵政民営化による財政投融資改革・財政構造改革というところまで考えて
いたわけではないのである。 
 以上 2 回の郵貯論争を、小泉の郵貯に関する言動を中心に検討したが、彼の言動は、大蔵
族の郵政族への対抗運動という大きな流れの一滴であり、論争を左右するどころか無視して
いいほどのものに過ぎなかった。それは彼の政策構想が未完成であったというにとどまらな
い。この時期、小泉はまだ政治基盤が弱く閣僚経験もないため、政局を動かす力を持ってお
らず、過激な言動を取るわけにいかなかったということでもある*24。激しい政治闘争から自
身を守るには、出身派閥、大蔵族というような集団の影に身を潜めなければならなかったの
である。 
 しかし、この時期から、小泉は「郵政族議員から『要注意人物』としてマークされ」、「典
型的な大蔵族」*25と見られはじめた。それは、小泉の政治経歴から来ている。小泉は当選し
て以来、国会では衆院大蔵委員会に、自民党内では政調会財政部会に常に身を置き、1977
年から衆院大蔵委員会理事、1979 年に大蔵政務次官、1980 年から政調会財政部会長を歴任
した。つまり、小泉は着実に大蔵族の路線を歩んできた。また、上述したように、小泉は常
に、大蔵族が執着する財政健全化、民活を主張し、微小ながらも大蔵省や大蔵族のバックに
ある民間金融業界の利益のため奮闘した。小泉の反郵政のイメージは、確かにこの時期に根
を下ろしたが、しかし、郵政民営化論がこの時期からの持論とは、根拠のない話であり、後
で作られた神話というしかない。 
 
2 郵貯批判から郵政民営化への発展期 
2.1 第三回目のラウンド―老人マル優 
第三回目のラウンドは、郵政大臣小泉の老人マル優枠引き上げ不要発言を発端に展開され
た。老人マル優は、1988 年 4 月に一般マル優が廃止された後も、65 歳以上の高齢者などに
限定して利子非課税制度を存続させたものである。当時の老人マル優限度額は、郵貯が民間
預金と同じ 300 万円となっていた。ところが、1990 年代初め頃に低金利の時代に入ったため、
郵政省は、「年金生活者などの利子所得が目減りしていること」などを理由として、限度額
を 300 万円から 700 万円に引き上げるよう要求した。これに対し、大蔵省や民間金融機関は
「税の不公平を拡大する」と反対していた*26。自民党内では選挙目当てで賛成が多数、老人
マル優枠拡大は郵政相が国会で是認の答弁をし、実現の方向に向かっていた。 
ところが、郵政族にとって晴天の霹靂の如く、1992 年 12 月宮沢喜一内閣の改造によって
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*24 本報告書参考論文参照 
*25 小泉純一郎 『郵政省解体論』 光文社 1994 P86 
*26 「老人マル優拡大見送り 自民税調」 『朝日』 1992.12.15 夕 P1 
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新郵政相に小泉が就任し、12 日の就任記者会見で老人マル優枠引き上げは「必要がない」と
述べた。さらにその 3 日後には、「マル優廃止はわたしの 20 年間の政治家としての信念」
とまで明言した*27。そして、（定額貯金など）郵貯、簡保など郵政事業全般のあり方につい
て、第 3 次行革審の鈴木永二会長などと検討し、将来の民営化をも検討課題に入れながら見
直しを進めたいとの意欲を見せた*28。ここで注意すべきは、小泉が金利一元化、マル優廃止
など、郵貯にかぎって郵政族と対立しただけでなく、簡保など郵政事業全般の見直しに言及
し始めたことである。これは小泉の主張のひとつの転換を意味する。 
こうした小泉ショックに対し、与野党を問わず郵政一家が反撃をはじめた。まず笹川堯郵
政政務次官が、小泉郵政相の老人マル優枠引き上げ不要主張に抗議して、辞表を提出した。
ついで、衆院逓信委員会の谷垣禎一委員長と川崎二郎など与野党の理事が、河野洋平官房長
官を訪ね、小泉に発言自粛を求めるように要請した。また、全逓（伊藤基隆委員長）は、小
泉郵政相に対し、民営化などには慎重に対処するよう要求した。このような政官労にわたる
攻撃にもかかわらず、小泉は老人マル優枠拡大反対、郵貯見直しの姿勢を崩さなかった。最
終的に 1992 年 12 月 16 日、自民党税制調査会で、老人マル優は、郵貯だけでなく、民間預
金なども含め、限度額を 50 万円引き上げ、350 万円とすることで政治決着した。「名」は郵
政族の勝利で限度額が引き上げになったものの、「実」は引き上げ額を当初の 400 万円から
50 万円に縮小したことで、小泉の抵抗が功を奏したといえよう。しかし、これで憤懣を鬱積
した郵政一家は攻撃をさらに激しいものにエスカレートさせた。もっとも典型的なのは 1993
年 1 月 20 日の衆院逓信委員会で、小泉が与野党の郵政関係議員から集中攻撃を受けたこと
である。国会閉会中の異例の委員会開催であり、「郵政相や郵政政務次官経験者を含む 28
人の敵が居並ぶ中で、質問者が入り代わり立ち代わりに」*29、小泉ただ一人を 3 時間 40 分
質問攻めにし続けたのであった。補助する政府委員（官僚）もおらず、まるで「喚問」のよ
うであった。 
この時期の小泉の政策の主張、特に郵政事業に関する考えが、如何なるものであったかを、
上記 1 月 20 日衆院逓信委員会での小泉の答弁*30を取り上げて検討しよう。第一は民活の観
点である。小泉の「基本的な考え方は官業と民業の役割分担」で、「民間でできることはで
きるだけ民間にやってもら」い、それによって「民間の活力を引き出」し、「自由経済、市
場経済を活力に満ちたものにしていく」。そこから郵貯肥大化の問題が出てきた、というの
である。第二は行政改革の観点である。「行政の肥大化を阻止し」、「行政の簡素化を考え
る」上で、「郵貯のみならず郵政事業」を、将来「民営化」の可能性を含めて見直す必要が
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*27 「高齢者マル優の『引き上げ不要』 小泉郵政相」 『朝日』 1992.12.12 P2 
*28 「郵貯見直しへ検討機関 『肥大』是正目指す 小泉郵政相、会見で方針」 『朝日』 1992.12.15 夕 
P2 
*29 「とばっちりに大蔵困惑 大蔵族・小泉郵政相の発言で（記者席）」 『朝日』 1993.1.23 P4 
*30 1993.1.20 衆逓信委 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=24427&SAVED_RID=2&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=
7&DOC_ID=1260&DPAGE=1&DTOTAL=1&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=27527  
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あるというのである。第三は財政投融資の観点である。当時の財政投融資制度は、「資金運
用部に全額預託」した郵貯資金などを原資に、各財投機関に投融資を行う制度であった。現
実に、財投機関は、ほとんど「預託金利よりも低い金利で」財投資金を運用していたため、
逆ざやが生じ、巨額の負債を累積してきた。財投機関の数も膨大で、負債は「一般会計で合
わせて既に五千億円を超え」ていた。住宅金融公庫、国鉄（清算事業団になった）などはそ
の典型例であり、法律の定める、財政投融資資金は「確実で有利な運用をしなければならな
いという」規定に違反したものであった。しかも、その逆ざやは結局一般会計にしわ寄せさ
れ、最終的に「国民の負担」になる。そういう観点からも「財政投融資を見直さなければな
らぬし、そして、郵貯という資金で財政投融資が行われている点も触れざるを得ない」とい
うのである。以上から、小泉は、郵便貯金など郵政事業は民営化も含め見直すべき時期に来
ていると主張した。 
 この主張は後の郵政民営化論にかなり接近したかのように見えるが、なぜそのような主張
をするようになったかを、まず探ってみよう。当時、金利が低下しているなかで、定額貯金
など郵貯商品が長期的に固定金利を保つため人気を呼び、民間金融預金からの預け替えが進
んでいた。郵貯は、1991 年に個人預貯金高の 3 割のシェアを占め*31、1992 年末に残高が約
166 兆円で、都市銀行トップの第一勧業銀行の預金量の約 4 倍にのぼった*32。有利な定額貯
金など郵貯商品に対する民間金融機関の不満は強く、大蔵省も再三見直しを求めていた。同
逓信委で社会党の武部文が指摘するところによれば、小泉郵政相就任の前日に、小泉が「12
年間事務局長を務めて」いた自由経済懇話会は、多数の民間金融関係団体を集めて会合を開
いた。その席上で、「郵政大臣に就任した暁には国民経済的観点に立って郵貯の肥大化を内
部から阻止してほしい」と民間金融機関から要望があった。要望者は小泉の「選挙区の横浜
銀行頭取」であり、「地方銀行協会会長」であった。同会合ではさらに、「郵貯に対する八
項目の要望書が十三団体の名で」提出された。小泉は大臣就任後の 40 日間、この八項目の
要望書に「全くよくも似たことをおっしゃるものだと思って感心するぐらい同じことを」述
べていた、というのである。 
 つまり、この時期の小泉の郵政事業民営化の主張は、民間金融機関の代弁者としてのもの
であって、自らの理論として精緻化されていたかは疑問であった。その証拠に、同逓信委で
郵政事業民営化の具体的な検討日程について質問されると、小泉は今ではなく、あくまで「将
来の民営化」と答弁しており、これからも「専門家の意見を聞く、広く議論する、そしてい
い結論の方に」と発言して、小泉自身に基本方針がないことを暴露している。さらに簡保に
関し*33、1993 年 5 月の第 126 回通常国会衆議院逓信委員会で小泉は「官業としての節度を考
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*31 前掲「とばっちりに大蔵困惑 大蔵族・小泉郵政相の発言で（記者席）」 
*32 「ほとんど喚問？ 郵貯論争第 2 ラウンド 小泉郵政相 VS 郵政族」 『朝日』 1993.2.13 夕 P1 
*33 1993.5.19 衆逓信委 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=28826&SAVED_RID=2&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=
7&DOC_ID=7359&DPAGE=1&DTOTAL=1&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=29677 ； 
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えながらやっていけば、お互い相協調しながら、足らざるところを補い合いながらやってい
けるんじゃないか」という認識を示したり、小泉自身が郵政相として簡易生命保険法改正に
より、簡易保険福祉事業団で「かんぽ健康増進支援事業」を実施出来るようにもした。この
経緯を言えば、簡保「余剰金は施設を作って加入者の一部が利用出来るようにするのではな
く、配当として加入者に等しく還元すべきだ」との意見から、1962 年 3 月に特殊法人の簡易
保険福祉事業団法が創設され、毎年の収入保険料の１％以内、剰余金の５％以内を福祉施設
（かんぽの宿やメルパルク等）の整備に（資金を）投じることが出来るようになっていた。
それが第 2 臨調の答申により、公的な宿泊施設が新設禁止となり、新たなホテル施設ができ
なくなった。その抜け道を小泉が作ったわけである。委員会審議で小泉は、簡易保険加入者
老人ホームのカーサ・デ・かんぽ浦安について、「カーサ・デ・かんぽ浦安は、厚生大臣在
任中、視察した老人ホームの何れよりも良く、最高水準と言ってもいいくらいすばらしい。
この要望は、今後ますます高まってくると見ており、国民の要望にこたえ得るような施設の
充実とか運営の適切さ、しっかり検討して準備をしなければと考えており、福祉社会の一翼
を担うという自覚を持ちながらいろいろ施策の充実に努めていきたい」とも述べた。このよ
うな発言は、首相になってからの「かんぽの宿、あるいはメルパルク、ホテルは本当にやら
なきゃならない事業なんですか」*34と赤字の郵政福祉事業をあげ、民営化の必要性を強調し
た発言と明確なコントラストをなしている。 
 とはいえ、郵政事業全般の見直しに言及し始めただけでも、小泉の考えが新たな段階に入
ろうとしていることを示している。小泉の郵政民営化論は、この時期に芽生えたものといえ
よう。 
 1.2 の時期に、小泉が郵政族から「要注意人物」、「大蔵族」としてマークされたとすれ
ば、このラウンドでの郵政族との論争を通じて、小泉は郵政族だけに大蔵族・郵政民営化の
急先鋒と見なされるのではなく、与野党を超えて一般的にそのように認識されるようになっ
たと考えてよい。ここに郵政民営化が小泉の一枚看板となる土台が築かれたのである。 
 
2.2 第四回目のラウンド 
 第四回目のラウンドは、1995 年 9 月に小泉が初めて自民党総裁選に出馬したのをきっかけ
に展開された。自民党が下野を経験し自社さ連立の村山富市内閣与党として政権に返り咲い
てから一年あまりの頃であったが、当時は下野時の危機感がまだ消えておらず、総裁公選を
実施して自民党再生の姿をアピールしようとする論調が強かった。そこで小泉は、現職総裁
                                                                                                                                                                  
1993.5.26 衆逓信委 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=28826&SAVED_RID=1&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=
7&DOC_ID=1907&DPAGE=1&DTOTAL=1&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=28954 
*34 2005.6.3 郵政民営化に関する特別委 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=3212&SAVED_RID=2&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=9
&DOC_ID=798&DPAGE=1&DTOTAL=1&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=3133 
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河野洋平が出馬を辞退し、橋本龍太郎が唯一の有力候補となった消化試合に、勝算もなく出
馬することを決めた。しかし、そこでの「郵政民営化で政策論争を挑みたい」*35という小泉
の発言が、郵政一家の反発を買った。特定郵便局長会などからの圧力により、小泉の推薦人
となることを辞退する議員も出たため、立候補に必要な国会議員 30 人の推薦人確保が難航
した*36。四苦八苦のあげく、小泉は郵政民営化について「推薦人には同調を求めない」*37と
表明せざるをえなくなった。この後、三塚派の協力もあって、何とか 30 人の推薦人を確保
し、橋本龍太郎との一騎打ちにこぎつけたが、結果は予想通り、本命視された橋本が大差で
（304 対 87）当選した。 
 総裁選での所見発表演説会と公開討論会で、小泉は行財政改革を最重要課題として力説し
た。財政危機を脱出するためには、「抜本的な」行財政改革を決断しなければならない。「行
財政改革では郵政三事業の民営化が最も重要」である。三事業を民営化すれば、「民間でで
きることを民間で」することにより民間の活力を引き出す上に、株式売却益が出、法人税な
どが納められて、最終的に財政に資する。その上、三事業を民営化すれば財政投融資の抜本
的な見直しも避けられなくなる。そのような行財政改革を実現するには、既得権にしがみつ
いてはならず、政治主導で指針を示したうえで進めるべきだと、小泉は主張したのである*38。 
 小泉の政策の主張は、もはや郵貯中心の郵政事業見直しにとどまらず、郵政三事業の民営
化による行財政改革へと発展していた。しかも、郵政民営化の行財政改革における位置づけ
を明確にする一方で、政治主導で行財政改革を推進すべきとの方向性をも示した。これで、
小泉の主張は政策体系の段階へと昇華し、小泉の郵政民営化論の基本線が形成された。 
 この背景には、冷戦の終結によって 1990 年代初頭から、各政党の政策が脱イデオロギー
化している中で、行財政改革が喫緊の政治課題となっており、それに対処する政策の理念重
視が、政治家にとっての時代潮流になっていたことがある*39。本来、1995 年の自民党総裁選
は、本命視された橋本の無投票当選となっても不思議ではなかった。それをあえて小泉との
一騎打ちにより、政策論争を通して選出される過程を経たのは、自民党がこの時代潮流に順
応してドラマを演出しようとしたためである。これまで三回のラウンドを通じ反郵政のイメ
ージを形成してきた小泉であるが、総裁選において郵政民営化は小泉に格好の政策論争の素
材を提供した。さらに、総裁選での政策論争のチャンスを生かし、公の場で郵政民営化を議
論できたことで、小泉の郵政民営化論は政界だけでなく、国民の間にも広く知られるように
なった。ここで郵政民営化は小泉の看板政策になったのである。 
 但し、注意すべきことは、政策体系へ昇華したとはいえ、小泉の郵政民営化論では、郵政
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*35 「30 人の壁 「郵政」票の威光に苦戦（流動 95 自民総裁選：7）」 『朝日』 1995.9.8 P2 
*36 「『郵政民営化』、議員に抵抗感 自民総裁選、小泉氏の推薦人確保難航」 『朝日』 1995.9.7 P2
；「自民総裁選きょう告示 小泉氏、出馬へ全力 橋本氏優位動かず」 『読売』 1995.9.10 P1 
*37 「小泉純一郎氏、推薦人 30 人確保にメド 投票決着の方向 自民総裁選」 『朝日』 1995.9.9 P1 
*38 「自民総裁選の公開討論＜要旨＞」 『朝日』 1995.9.12 P7；「自民党総裁選 小泉氏と橋本氏が所
見演説会で舌戦」 『読売』 1995.9.13 P2 
*39 本報告書参考論文参照 
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三事業の民営化がいつも核心を占めていたことである。例えば、この段階では、第三回目の
ラウンドに引き続き財政投融資の抜本的な見直しの重要性を示唆したが、郵政民営化で財投
資金の入口を閉めるという話が中心で、資金を使う財投機関の整理に関しては、「抜本的な
見直し」の一言で終わり、どれが廃止か民営化かなど、具体的な構想が全然ないのである。
言い換えれば、小泉の関心事は専ら入口の郵政三事業の民営化にあり、財投の一体改革はあ
くまで郵政民営化論の理論的根拠の一つ、波及効果の一つにとどまっていた。つまり、関心
の度合いが違うため、政策構想の深さの度合いが違うのである。そのため、小泉政権になっ
てからの郵政民営化の決意・実現と、道路公団などについてのそれは好対照をなすことにな
った。後者では、「専門家の意見を聞く、広く議論する」という手法にもっぱら頼らざるを
得ず、竜頭蛇尾に終わることも多かったのである。 
 この 2 回のラウンドでは、1の 2 回のラウンドに比べ、小泉は派閥や族に頼らず、独力で
郵政論争を展開した。それはこの時期、小泉が当選を重ね、閣僚経験も持ち、徐々に政治力
を蓄積して、政治活動で自主性を高めてきたという背景があった*40。そして、この 2 回の郵
政論争を通じて、小泉は郵政族の攻撃の的とされたものの、政界内外に自身をアピールする
ことにより、政治力をさらに蓄積することとなった。 
 
3 郵政民営化論の成熟期 
3.1 郵政民営化論の熟成 
 1990 年代半ば頃に入ると、小泉は政策的政治家のイメージの確立に力を注ぎはじめた*41。
小泉にとって一番の近道は、国民にも浸透しつつあった郵政民営化＝小泉のイメージをさら
に強めることであったろう。そこで小泉は､自民党内にとどまらず、政党横断的な政策グル
ープに積極的に参加し、政界でタブー視された郵政民営化論の風を起こそうと、各誌に多く
の記事を掲載し、自ら著書を出版するなど、世論を喚起しようとした。 
小泉が参加した各政策的集団の創設主旨・活動を見てみよう。行革勉強会は、官僚政治の
打破をめざし、財政投融資制度の見直し、中央省庁の再編、特殊法人の整理・統合、郵政三
事業の民営化、などを勉強会の柱とした*42。郵政民営化研究会は、郵便、郵便貯金、簡易保
険事業の株式会社化や郵便への民間参入などを柱とした提言を発表した。全国特定郵便局長
会から支援される自民党の議員、労働組合から支援される民主党の議員、からなる研究会が
超党派で、郵政民営化の提言をまとめたのは初めてだという*43。 
また、この時期出版された小泉の著書はもちろん、各誌に掲載された記事も、橋本政権の
厚生大臣時代の厚生行政についてのいくつかの記事、1998 年自民党総裁選に 2 回目の出馬で
破れた後の映画・歌舞伎についてのいくつかの記事を除けば、ほとんどが郵政民営化による
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*40 本報告書参考論文参照 
*41 本報告書参考論文参照 
*42 「行革の勉強会、今月発足 新進党の細川護煕元首相ら 5 人」 『朝日』 1996.3.1 P7 
*43 「『郵貯も簡保も分割を』 超党派 17 議員が郵政民営化提言」 『朝日』 1999.12.8 P2 
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行財政改革に関するものであった。 
これによって、小泉はこれまでの主張を踏まえつつ、体系的な郵政民営化論を熟成させて
いった。では、それはいかなるものであったろうか、以下詳しく見てみよう*44。簡単に言え
ば、行財政改革を抜本的に推進するその目玉が財政投融資の改革であり、財政投融資改革を
抜本的に推進するには、郵政三事業の民営化が突破口になるという「一点突破、全面展開」
*45論である。つまり、郵政三事業の民営化は行財政改革の切口であり、本丸中の本丸だ、と
いうのである。 
郵政三事業を民営化すれば、郵貯・簡保資金などを大蔵省資金運用部に強制預託できなく
なる。財政投融資の入口が閉ざされ、安易で潤沢な原資を保証できなければ、入口、中間の
資金運用組織、出口の特殊法人を一体で改革しなければならない。財政投融資改革、特に「官
僚の既得権益の巣窟である 92 の特殊法人の」統廃合を抜本的に行えば、先に触れた財投機
関の累積債務増を食い止め、財政を圧迫する「カネ食い虫構造」を根本から崩壊させること
ができる。また、民営化によって郵政省は公務員数や仕事を減らすことができ、行政構造の
簡素化・効率化に役立つ。特殊法人の統廃合により、行政構造の簡素化・効率化は郵政省に
止まらず、全省庁の再編につながる。また、郵政三事業民営化によって、公平公正な市場経
済での自由競争が活発になり、民間企業の活力が引き出され、日本経済全体の活性化につな
がる。それも当然税収増につながる。また、民営化で株式会社組織とすれば、株式の売却益
が 10 兆円以上と見込まれるばかりか、会社が法人税や固定資産税を支払うことになり、こ
れも財政に資する。安易な消費税率増・国債増発なしで財政を再建するのも、郵政民営化の
一つの狙いといえる。小泉によれば、郵政民営化は、行財政改革を行う「最短コース」で、
「一石二鳥、三鳥、四鳥の効果」が出てくる、というのである。 
小泉の郵政民営化論は、「官は民の補完」、「自由競争」という新自由主義思想に理論の
源泉をもつが、それを郵貯、民活にとどまらず、行財政改革全般につながる「一点突破、全
面展開」論に発展させた。それは、小泉の郵政民営化論の熟成を意味する。ただし、相変わ
らず郵政三事業の民営化が核心であって、特殊法人の改革などは深められてはいない*46。 
 
3.2 第五回目のラウンド 
こうした郵政民営化は、総理が決断すれば実現できる*47、それは官僚任せではできず、政
治主導で行われなければならない、と小泉は考えていた。したがって、総理大臣になる前に、
小泉は郵政民営化を完全に実現できるとは期待していなかった。とはいえ、それなりの努力
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*44 東大法・第 7 期蒲島郁夫ゼミ編前掲書に収録された 1995 年以降の小泉の雑誌記事と、小泉の著書参照 
*45 小泉純一郎 「日本の政治を動かす男たち(8)国民は現状維持を望んでいる」 『Voice』 PHP 研究所 
1999.7 
*46 郵政三事業の民営化はかなり具体策であるのに対し、財投改革の出口――特殊法人の統廃合論はまだ抽
象論で、具体的な案ではない 
*47 小泉純一郎 「このままでは日本が危ない!-3-行財政改革を成功させる鍵は『郵政三事業の民営化』に
あり」 『月刊経済』 月刊経済社 1997.7 
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は払った。それが第五回目のラウンドである。 
第五回目のラウンドは、小泉が橋本内閣の下で厚生相をしていた頃で、預託金利引き下げ
拒否、閣内不統一、辞任騒ぎという三つの厚生相ショックを引き起こした。預託金利引き下
げ拒否とは、年金積立金を資金運用部へ預ける際の預託金利を引き下げる大蔵省の要請に対
し、小泉が「年金の有利な運用利回りの低下につながる」と拒否したことである。背景には、
預託金利の変更は閣議決定事項だが、閣議決定には全閣僚の同意が必要という事情があっ
た。この問題は、自派の会長三塚博蔵相との妥協で、通常より一ヶ月遅れで預託金利 0.1％
引き下げとなったものの、代わりに、年金積立金の自主運用を政府資金運用審議会の懇談会
で検討することになった。ここから年金の自主運用、年金の自主運用から財投改革、ついで
年金問題から郵政民営化、さらに行財政改革全般に揺さぶりをかけるというのが小泉の狙い
だったという*48。 
閣内不統一とは、1997 年 2 月 26 日の衆議院予算委員会の総括質疑*49で、新進党の奥田敬
和からの質問に対し、厚生相であるにもかかわらず、小泉は郵政民営化から財政投融資制度
にメスを、財政再建、民間にできることを民間になどと、郵政民営化論を訴え続け、郵政相
の堀之内久男と衝突したことである。同予算委で小泉の発言は「暴言」といわれ、「現在の
政界全体がそう受け止めている」が、「将来正論になる」と、小泉は強気であった。さらに、
二日後の 28 日の衆議院本会議の総括質疑*50で、新進党の樽床伸二に「新進党が郵政三事業
民営化法案を出せば賛成するか」と質問されると、小泉は「賛成します」と答えた。小泉自
身の言葉によれば、持論の郵政三事業民営化の実現のため環境整備をしなればれならない。
大臣だからこそ、平議員より発言のチャンスや影響力が増えたことを、活用したいというこ
とである*51。こうした論争は、広く国民の関心を呼んだ。橋本行革の焦点に、郵貯を主な原
資とする財政投融資のあり方の見直しが浮上してきたのも、小泉の言動の影響が考えられよ
う。 
辞任騒ぎとは、橋本行革の課題の一つである郵政三事業について、「簡保民営化、郵便は
国営、郵貯は民営化準備」*52と行政改革会議が中間報告でいったん決めたのに対し、郵政一
家の巻き返しで国営維持論が強まったため、小泉が 10 月 12 日にテレビ番組で、国営維持な
ら厚生相を辞任する考えを示し、大騒ぎになったことである*53。本来、第二次橋本内閣は閣
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*48 「年金の預託金利『引き下げ反対』 小泉純一郎厚相」 『朝日』 1997.2.15 P2；「財投抜本改革へ
一歩 厚相の狙いまずは成功 年金積立金自主運用検討」 1997.3.15 P11；「財投預託金利下げ、厚相反
発で難航 『年金運用が悪化』 郵貯改革狙い揺さぶり」 『読売』 1997.2.22 P7 
*49 1997.2.26 衆予算委 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=4092&SAVED_RID=3&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=7
&DOC_ID=7687&DPAGE=1&DTOTAL=1&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=25877  
*50 1997.2.28 衆本会議 
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=4092&SAVED_RID=1&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=7
&DOC_ID=6140&DPAGE=1&DTOTAL=2&DPOS=1&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=4889  
*51 小泉前掲『小泉純一郎の暴論・青論』 P136－7 
*52 「行革会議中間報告＜要旨＞」 『朝日』 1997.9.4 P7 
*53 「『郵政国営維持なら辞任も』 小泉厚相が表明 民営化の実現へ首相に決断迫る」 『読売』1997.10.13 
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僚に「行革を実行できる人材」を当てるとし、行革内閣として船出しており、中でも、薬害
エイズ事件による信用失墜で「最も難しい人事」とされた厚相に小泉が起用されたのも、そ
の行革姿勢の一つの現れであった*54。同時に、医療改革は橋本六大行革の一つとしてあげら
れ、介護保険導入、薬務行政見直しなど数多くの難題を抱えており、橋本行革の是非を評価
する重大な課題の一つであった。そのため、小泉厚相に辞任されたら、橋本内閣が失速しか
ねない懸念もあったのである。小泉の辞任騒ぎは郵政三事業の国営維持論に対する牽制と受
け止められた*55。結局、郵政三事業は国営維持となったものの、5 年後の公社化が予定され
たため、将来の郵政民営化への道筋になるとして小泉は矛を収めた。この結論には、小泉の
主張がずいぶん入れられたといわれる*56。 
 総理大臣になっていない小泉であったが、厚生相という国務大臣の権力をフル活用したこ
とで、郵政民営化論を実現に一歩近づけることに成功したといえる。それは、小泉が相当の
政治力を蓄積したと同時に、自民党一党優位制の統治システムにも習熟してきたことを意味
する。これは後の小泉政権のとき、小泉が現制度をフル活用して郵政民営化を実現に導く伏
線となった。 
 ここまで来ると、郵政民営化を持論とする小泉のブレない政策的政治家のイメージが、深
く国民に浸透することになった。それによって、小泉政権の直前には、小泉は首相に求めら
れる政策理念をも整備し、政治力と政策と人気を備えた首相候補者に成長していたのであ
る。 
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